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令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

財務課
担当名: 予算・契約・出納担当

内線: 7021 (単位：千円)
会計

P 工業用水道事業会計補助 一般会
計

諸支出
金

公営企
業支出
金

項
公営企業支出
金

工業用水道事業会計補助
番号 事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

地方公営企業法第１７条の３

款

針路
分野施策

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

9
9-1

　地方公営企業法第17条の3及び総務省繰出基準に基づ
き、一般会計から工業用水道事業会計に補助金を支出す
るものである。

（１）事業内容
　　　ア　工業用水道事業に対する補助
　　　 (ｱ)　地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費

２　事業主体及び負担区分
（県10/10）

３　地方財政措置の状況
　総務省繰出基準に基づき交付税措置

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 2,724

前年額 1,680 1,680

― 企業局  ―

2,724 1,044



 

事業名

単位事業名 予算額 2,724千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 2,724 1,044 児童手当に要する経費

合計 2,724 1,044

事業内訳書

工業用水道事業会計補助

児童手当に要する経費

主な内容



目

令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

財務課
担当名: 予算・契約・出納担当

内線: 7021 (単位：千円)
会計

P 水道用水供給事業会計出資金 一般会
計

諸支出
金

公営企
業支出
金

項
公営企業支出
金

水道用水供給事業会計出資金
番号 事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

地方公営企業法第18条

款

針路 02
分野施策 0205

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

6
6-1

　地方公営企業法第18条及び総務省繰出基準に基づき、
一般会計から水道用水供給事業会計へ出資を行うもので
ある。

（１）事業内容
　　ア　水道用水供給事業に対する出資
　　 (ｱ)　水源開発に要する経費
     (ｲ)　広域化対策に要する経費
     (ｳ)　災害・安全対策に要する経費
     (ｴ)  脱炭素化事業に要する経費

２　事業主体及び負担区分
（県10/10)

３　地方財政措置の状況
　地方財政計画に計上された公営企業繰出金に相当する
経費の額につき、出資債を発行する。

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比県　債

決定額 8,964,250 8,179,000

前年額 3,493,583 2,671,000 822,583

― 企業局  ―

県民の暮らしの安心確保

785,250 5,470,667

安全な水の安定供給と健全な水循環の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 8,179,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

投資及び出資金 8,179,000 5,508,000 上水道の出資（水源開発、広域化対策、災害・安全対策、脱炭素化
事業）に要する経費

合計 8,179,000 5,508,000

単位事業名 予算額 785,250千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

投資及び出資金 785,250 △37,333 上水道の水源開発に要する経費

合計 785,250 △37,333

事業内訳書

水道用水供給事業会計出資金

上水道の出資に要する経費

主な内容

上水道の水源開発に要する経費

主な内容



目

令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

財務課
担当名: 予算・契約・出納担当

内線: 7021 (単位：千円)
会計

P 水道用水供給事業会計補助 一般会
計

諸支出
金

公営企
業支出
金

項
公営企業支出
金

水道用水供給事業会計補助
番号 事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

地方公営企業法第17条の3

款

針路 02
分野施策 0205

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

6
6-1

　地方公営企業法第17条の3及び総務省繰出基準に基づ
き、一般会計から水道用水供給事業会計へ補助金を支出
するものである。

（１）事業内容
　　　ア　水道用水供給事業に対する補助
　　　 (ｱ)　水源開発に要する経費
       (ｲ)　地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費等

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況
　総務省繰出基準に基づき交付税措置

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 533,890

前年額 549,825 549,825

― 企業局  ―

県民の暮らしの安心確保

533,890 △15,935

安全な水の安定供給と健全な水循環の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 290,679千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 290,679 △17,524 上水道の水源開発に要する経費

合計 290,679 △17,524

単位事業名 予算額 99,160千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 99,160 0 戸倉ダム建設事業の廃止に係る負担金に対する補助

合計 99,160 0

単位事業名 予算額 4,184千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 4,184 353 南摩ダム水源地域整備事業の治水負担相当額建設中利子に対する補
助

　

南摩ダム水源地域整備事業の治水負担相当額建設中利子に対する補助

主な内容

事業内訳書

水道用水供給事業会計補助

国庫補助対象水道水源施設の企業債に対する補助

主な内容

戸倉ダム建設事業の廃止に係る負担金に対する補助

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 4,184千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

合計 4,184 353

単位事業名 予算額 20,592千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 20,592 1,236 児童手当に要する経費

合計 20,592 1,236

単位事業名 予算額 119,275千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 119,275 0 霞ヶ浦導水事業撤退に係る負担金に対する補助

合計 119,275 0

主な内容

霞ヶ浦導水事業撤退に係る負担金に対する補助

主な内容

南摩ダム水源地域整備事業の治水負担相当額建設中利子に対する補助

主な内容

児童手当に要する経費



目

令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

財務課
担当名: 予算・契約・出納担当

内線: 7021 (単位：千円)
会計

P 地域整備事業会計繰出金 一般会
計

諸支出
金

公営企
業支出
金

項
公営企業支出
金

地域整備事業会計繰出金
番号 事業名

事 業
期 間

平成20年度～ 根 拠
法 令

 

款

針路
令和16年度 分野施策

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

9
9-1

　地方公営企業法第18条の2に基づき、地域整備事業会
計から借り入れた長期貸付金について、一般会計から償
還を行うものである。

（１）事業内容
　　　平成21年度、平成22年度及び令和2年度に地域整備事業会計から一般会計へ貸し付けた長期貸付金の償還金

２　事業主体及び負担区分
（県10/10）

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 1,559,988

前年額 1,562,251 1,562,251

― 企業局  ―

1,559,988 △2,263



 

事業名

単位事業名 予算額 1,546,102千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

繰出金 1,546,102 5,201 長期貸付金償還金（元金分）

合計 1,546,102 5,201

単位事業名 予算額 13,886千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

繰出金 13,886 △7,464 長期貸付金償還金（利子分）

合計 13,886 △7,464

事業内訳書

地域整備事業会計繰出金

長期貸付金償還金（元金）

主な内容

長期貸付金償還金（利子）

主な内容



目

令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

財務課
担当名: 予算・契約・出納担当

内線: 7021 (単位：千円)
会計

P 地域整備事業会計補助 一般会
計

諸支出
金

公営企
業支出
金

項
公営企業支出
金

地域整備事業会計補助
番号 事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

地方公営企業法第１７条の３

款

針路
分野施策

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

9
9-1

　地方公営企業法第17条の3及び総務省繰出基準に基づ
き、一般会計から地域整備事業会計に補助金を支出する
ものである。

（１）事業内容
　　　ア　地域整備事業に対する補助
　　　 (ｱ)　地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費

２　事業主体及び負担区分
（県10/10）

３　地方財政措置の状況
　総務省繰出基準に基づき交付税措置

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 3,984

前年額 3,312 3,312

― 企業局  ―

3,984 672



 

事業名

単位事業名 予算額 3,984千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 3,984 672 児童手当に要する経費

合計 3,984 672

事業内訳書

地域整備事業会計補助

児童手当に要する経費

主な内容


